
号を記載し、「【納付金額】」には納付する手数料の額を記載する。法第18条第３項において

準用する特許法第195条第８項ただし書の規定により、現金により手数料を納付する場合

であつて、特例法施行規則第40条第５項の規定により指定立替納付者による納付の申出を

行うときは、「（【予納台帳番号】）」を「【指定立替納付】」とし、「【納付金額】」には納付する手

数料の額を記載する。


法第18条第３項において準用する特許法第195条第８項ただし書の
規定により、現金により手数料を納付した場合であつて、工業所有権の手数料等を現金に
より納付する場合における手続に関する省令（平成８年通商産業省令第64号。以下「現金
手続省令」という。）第５条の規定による納付書（以下「納付書」という。）によるときは、「【手
数料の表示】」の欄の「（【予納台帳番号】）」を「【納付書番号】」とし、納付書番号を記載し、「【納
付金額】」には納付した


手数料の額を記載し、歳入徴収官事務規程（昭和27年大蔵省令第

141号。以下「事務規程」という。）別紙第４号の12書式の納付済証（特許庁提出用）を別
の用紙にはるものとし、特例法施行規則第41条の９に規定する納付情報（以下「納付情報」
という。）によるときは、「（【予納台帳番号】）」を「【納付番号】」とし、納付番号を記載し、「【納
付金額】」には納付した


手数料の額を記載する。

号を記載し、「【納付金額】」には納付する手数料の額を記載する。


法第18条第３項において
準用する特許法第195条第８項ただし書の規定により、現金により手数料を納付した場合
であつて、工業所有権の手数料等を現金により納付する場合における手続に関する省令（平
成８年通商産業省令第64号。以下「現金手続省令」という。）第５条の規定による納付書（以
下「納付書」という。）によるときは、「【手数料の表示】」の欄の「（【予納台帳番号】）」を「【納
付書番号】」とし、納付書番号を記載し、「【納付金額】」には納付する


手数料の額を記載し、

歳入徴収官事務規程（昭和27年大蔵省令第141号。以下「事務規程」という。）別紙第４号
の12書式の納付済証（特許庁提出用）を別の用紙にはるものとし、特例法施行規則第41条
の９に規定する納付情報（以下「納付情報」という。）によるときは、「（【予納台帳番号】）」
を「【納付番号】」とし、納付番号を記載し、「【納付金額】」には納付する


手数料の額を記載す

る。

２ ［略］ ２ ［略］
３

第83条第３項の規定により国と国以外の者の共有に係る出願であつて、国以外の者の持

分の割合に乗じて得た額を納付するときは、「【提出物件の目録】」の欄の上に「【その他】」の

欄を設けて、「〇／〇」のように国以外の全ての者の持分の割合を記載する。


［新設］

４

［略］ ３


［略］

様式第18の２（第43条関係） 様式第18の２（第43条関係）
［略］ ［略］
〔備考〕 〔備考〕
１～３ ［略］ １～３ ［略］
４

第83条第３項の規定により国と国以外の者の共有に係る出願であつて、国以外の者の持

分の割合に乗じて得た額を納付するときは、「List of Attached Documents」の欄の上に

「other」の欄を設けて、「〇／〇」のように国以外の全ての者の持分の割合を記載する。


［新設］

５

［略］ ４


［略］

様式第20の３（第49条の２関係） 様式第20の３（第49条の２関係）
［略］ ［略］
〔備考〕 〔備考〕
１

第83条第１項の規定により国と国以外の者の共有に係る出願であつて、国以外の者の持

分の割合に乗じて得た額を納付するときは、「添付書類の目録」の欄の上に「その他」の欄

を設けて、「〇／〇」のように国以外の全ての者の持分の割合を記載する。


［新設］

２

その他は、様式第１


の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び21、様式第２
の３の備考１、３及び４並びに様式第18の２の備考１と同様とする。この場合において、
様式第18の２の備考１中「Amount of the Additional Fee」とあるのは「請求の理由」と、
「Payment Number」とあるのは「納付番号」と読み替えるものとする。

様式第１


の備考１から10まで、12から15まで、17、18、20及び21、様式第２の３の備考１、
３及び４並びに様式第18の２の備考１と同様とする。この場合において、様式第18の２の備
考１中「Amount of the Additional Fee」とあるのは「請求の理由」と、「Payment Number」
とあるのは「納付番号」と読み替えるものとする。
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